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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　半導体性絶縁シールド層に接する絶縁層を有するワイヤーまたはケーブルであって、前
記半導体性絶縁シールド層が、組成物の重量に基づいて、重量パーセント（重量％）単位
で、以下を含む組成物：
　（Ａ）２０～８０％の、オレフィンとα，β-不飽和カルボニルコモノマーとのインタ
ーポリマーであって、エチレンおよび１０～５０重量％のビニルアセテートから誘導され
るユニットを含むインターポリマー、
　（Ｂ）１～２０％の塩素化ポリオレフィンであって、塩素化ポリエチレンホモポリマー
である塩素化ポリオレフィン、
　（Ｃ）１０～４５％のカーボンブラック、
　（Ｄ）０．１～５％の酸化防止剤、
　（Ｅ）０．０１～５％の酸スカベンジャー安定剤、
　（Ｆ）場合によりフリーラジカル開始剤、
　（Ｇ）場合によりシラン官能基、
　（Ｈ）場合により硫黄含有硬化剤、および
　（Ｉ）場合により放射線硬化触媒
を含み、
　前記ワイヤーまたはケーブルが、前記絶縁層と前記半導体性絶縁シールド層との間で、
２３℃における半インチ（１．３ｃｍ）あたり３ポンド（１．４ｋｇ）を超える剥離力お
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よび２３℃にて半インチ（１．３ｃｍ）あたり２４ポンド（１０．９ｋｇ）未満の剥離力
を有する、ワイヤーまたはケーブル。
【請求項２】
　前記塩素化ポリオレフィンが、０．６ｄｇ／分のメルトインデックス（１９０℃でのＩ

１０）を有する塩素化ポリエチレンホモポリマーであって、２，０００～１，０００，０
００ダルトンの重量平均分子量を有する非塩素化ポリエチレンベースであり、２０～８０
重量パーセントの塩素を含む、請求項１に記載のワイヤーまたはケーブル。
【請求項３】
　前記カーボンブラックが伝導性ファーネスブラックである、請求項２に記載のワイヤー
またはケーブル。
【請求項４】
　前記フリーラジカル開始剤が存在し、それが有機過酸化物である、請求項３に記載のワ
イヤーまたはケーブル。
【請求項５】
　前記シラン官能基が存在し、それがオレフィンと共重合される、またはオレフィンポリ
マーにグラフトされる、請求項３に記載のワイヤーまたはケーブル。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ワイヤーおよびケーブルに関する。１つの態様において、本発明は、半導体
性シールドによって囲まれたコア要素を含み、このシールドが順に絶縁層で囲まれ、この
層が順に半導体性絶縁シールド層で囲まれる電力ケーブルに関し、一方で別の態様におい
て、本発明は、半導体性シールドの少なくとも１つが絶縁層から剥離性である電力ケーブ
ルに関する。さらに別の態様において、本発明は、塩素化ポリオレフィンを含む剥離性半
導体性シールドに関する。
【背景技術】
【０００２】
　すべての形態の電圧用途のためにではあるが、特に中から高電圧用途のために設計され
た、絶縁された電気導体、すなわちワイヤーおよびケーブルの構造は、当該技術分野にお
いて周知であり、一般には、伝導性金属またはアロイ、例えば銅またはアルミニウムの１
つ以上のストランドのコア導体、半導体性シールドの層、絶縁層、例えば架橋されたポリ
エチレン、および絶縁物の上にある半導体性絶縁シールディングの層を含む。通常銅で構
成される複数の中性ワイヤーが、所望により、絶縁ケーブルの周りに同心リングの形態に
て、半導体性絶縁シールディングの層の周りに埋設または巻きつけられてもよい。
【０００３】
　絶縁物とシールディングとの間の架橋結合の形成は、例えば接合または端子接続を製造
する際に行われる後の２層（絶縁物および半導体性シールディング）の分離を、非常に困
難にし、時間のかかるものにする。こうした強い結合はまた、最終的に剥がす場合であっ
ても、半導体性層が、絶縁物上に炭素残留物を残しやすくする。従って、絶縁された導体
の絶縁物から容易におよび清浄に剥離できる剥離性の半導体性シールディングは、この分
野において望ましい。
【０００４】
　米国特許第４，２８６，０２３号には、ニトリルラバー、例えばブタジエン－アクリロ
ニトリルラバー（ＮＢＲ）は、剥離制御剤として特定の市販の剥離性絶縁シールドにおけ
る主要な構成成分であることが教示されている。しかし、ＮＢＲは、半導体性シールド製
造ユニットでのラバー取り扱いシステムにおける問題、例えばアグロメレーション、供給
元からの製品の品質変動、および熱経年時の特性の劣化の源となる場合がある。
【０００５】
　米国公開特許出願第２００２／０３２２５８号には、ポリオレフィン基材内の剥離力制
御のために、シリコンラバーおよびポリプロピレンのエチレン－アルキルアクリレートコ
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ポリマーによる組み込みが教示されている。
【０００６】
　米国特許第６，５１４，６０８号には、ケーブルをジャケットで覆うための半導体性ジ
ャケット材料が教示されており、半導体性ジャケット材料は：（Ａ）半結晶性ポリマーを
含むマイナー相材料、およびこのマイナー相材料中に分散した伝導性フィルタ材料であっ
て、このマイナー相材料中に連続的な伝導性ネットワークを発生させるのに必要な量以上
となるのに十分な量であるフィルタ材料；および（Ｂ）メジャー相材料であって、このメ
ジャー相材料が、マイナー相材料と混合される場合に混和性を促進する静電的相互作用に
おいて係合するのではないポリマーを含む材料を含む。マイナー相材料は、メジャー相材
料内で分散される。好適なマイナー相材料としては、いずれかの半結晶性ポリマー、例え
ば高密度ポリエチレン（ＨＤＰＥ）、ポリプロピレン、ポリ－１－ブテン、ポリ（スチレ
ン）（ＰＳ）、ポリカーボネート、ポリ（エチレンテレフタレート）、ナイロン６６、ナ
イロン６、およびこれらのポリマーの２つ以上の混合物が挙げられる。メジャー相材料の
ための好適な材料としては、例えばエチレンビニルアセテート（ＥＶＡ）、ポリブチレン
テレフタレート、ＰＳ、ポリ（メチルメタクリレート）（ＰＭＭＡ）、ポリエチレン、ポ
リプロピレン、ポリイソブチレン、ポリ（塩化ビニル）、ポリ（塩化ビニリデン）、ポリ
（テトラフルオロエチレン）、ポリ（ビニルアセテート）、ポリ（メチルアクリレート）
、ポリアクリロニトリル、ポリブタジエン、ポリ（エチレンテレフタレート）、ポリ（８
－アミノカプリル酸）、ポリ（ヘキサメチレンアジパミド）およびこれらのポリマーの２
つ以上の混合物が挙げられる。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　塩素化ポリエチレン（ＣＰＥ）は、ワイヤーおよびケーブル、ケーブルアクセサリ、な
らびに接合および終端用途のための剥離性半導体性シールドにおける有効な剥離制御添加
剤である。エチレンコポリマーの溶解度パラメータにおける極性コモノマー、例えば塩化
ビニルまたはアクリロニトリルの作用は、粘着性エネルギー密度の原子団寄与方法から、
混合規則により見積もることができる（ＶａｎＫｒｅｖｅｌｅｎ，「Ｐｒｏｐｅｒｔｉｅ
ｓ　ｏｆ　ｐｏｌｙｍｅｒｓ」）。見積もりに従えば、２０～１００モルパーセントの塩
素含有量を有するＣＰＥは、１０～４０モルパーセントのアクリロニトリルを含有するア
クリロニトリルコポリマーの場合と同様の溶解度パラメータ範囲を提供する。そういうも
のとして、アクリロニトリルコポリマーの極性は、ＣＰＥの極性によって一致させる。塩
素化ポリエチレンはまた、粉末状顆粒の形状に調製されることも可能であるので、製造操
作において添加剤として容易に取り扱われる。それは従来の有機過酸化物硬化システムを
用いて、かつ湿分硬化システムも用いて配合できる。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　１つの実施形態において、本発明は、電力伝送および分配ケーブル上での押出成形され
たコーティングおよびまたケーブルアクセサリ、接合および終端のための成型されたコー
ティングに使用するための剥離性半導体性シールドを製造するための組成物である。半導
体性シールド組成物は、組成物の重量に基づいて重量パーセント（重量％）単位で以下を
含む：
　（Ａ）２０～８０％の、オレフィンとα，β－不飽和カルボニルコモノマーとのインタ
ーポリマー、
　（Ｂ）１～９０％の塩素化ポリオレフィン、
　（Ｃ）２０～４５％のカーボンブラック、
　（Ｄ）０．１～５％の酸化防止剤、
　（Ｅ）０．０１～５％の酸スカベンジャー安定剤、
　（Ｆ）場合によりフリーラジカル開始剤、例えば有機過酸化物、
　（Ｇ）場合によりシラン官能基、例えばビニルアルコキシシランまたはエチレン／ビニ
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ルアルコキシシランコポリマー、
　（Ｈ）場合により、硫黄含有硬化剤、例えば２，５－ジメルカプト－１，３，４－チア
ジアゾールのエステルのブレンド、および
　（Ｉ）場合により放射線硬化触媒。
　実施形態の１つでは、本発明は、（１）高度に塩素化されたポリオレフィン、例えば高
度に塩素化されたポリエチレン（ＣＰＥ）、および（２）エチレン－ビニルアセテートコ
ポリマーの、剥離性半導体性シールド中への組み込みを利用して、非極性ポリオレフィン
基材との熱力学的不混和性を促進する。ポリマー不混和性、および絶縁シールドとポリオ
レフィン絶縁基材との間の低下した界面架橋は、電気ケーブルシステムにおける２層間の
接着を低下させる重要な因子である。
【０００９】
　１つの実施形態において、剥離性半導体性シールド組成物は、一般に熱によって促進さ
れるフリーラジカル開始剤、例えば有機過酸化物の作用を通して架橋される。１つの実施
形態において、剥離性半導体性シールド組成物は、一般に湿分により促進される、シラン
官能基、例えばビニルアルコキシシランまたはエチレン／ビニルアルコキシシランコポリ
マーの作用を通して架橋される。１つの実施形態において、剥離性半導体性シールド組成
物は、一般に熱により促進される、硫黄含有硬化剤、例えば２，５－ジメルカプト－１，
３，４－チアジアゾールの作用を通して架橋（加硫）される。１つの実施形態において、
剥離性半導体性シールド組成物は、一般に放射線硬化触媒、例えばジブチルスズジラウレ
ートによって促進される、放射線、例えばＵＶ、ＩＲ、ガンマなどの作用を通して架橋さ
れる。
【００１０】
　本発明の剥離性半導体性シールド組成物は、２３℃における半インチ（１．３ｃｍ）あ
たり３ポンド（１．４ｋｇ）を超える（＞）剥離力および２３℃にて半インチ（１．３ｃ
ｍ）あたり２４ポンド（１０．９ｋｇ）（＜）未満の剥離力を示す。
【００１１】
　１つの実施形態において、本発明は、上述のような組成物を含むワイヤーまたはケーブ
ルである。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
定義
　反対の事項、文脈からの暗示または当該技術分野における慣習を記述しない限り、すべ
ての部およびパーセントは、重量に基づき、すべての試験方法は、本開示の出願日現在で
最新のものである。米国特許の実務については、いずれかの参照された特許、特許出願ま
たは刊行物の内容は、特に定義の開示（本開示に具体的に与えられるいずれかの定義と矛
盾しない程度において）および当該技術分野における一般的な知識に関してそれら全体を
参考として組み込む（またはその等価な米国版も同様に参考として組み込まれる）。
【００１３】
　本開示における数値範囲は、おおよその範囲であり、故に特に指定のない限り、範囲外
の値を含み得る。数値範囲は、いずれかの下方値からいずれかの上方値までの間に少なく
とも２単位の分離が存在する限り、１単位の増分にて、下方値から上方値までを含んで、
すべての値を含む。例として、組成、物理的または他の特性、例えば分子量などが１００
～１，０００である場合、すべての個々の値、例えば１００、１０１、１０２など、およ
びサブ範囲、例えば１００～１４４、１５５～１７０、１９７～２００などは明確に列挙
される。１未満である値を含有するまたは１より大きい分数（例えば１．１、１．５など
）を含有する範囲に関して、１単位は、適宜、０．０００１、０．００１、０．０１また
は０．１であると考えられる。１０未満の単一の桁数を含有する範囲に関しては（例えば
１～５）、１単位は、典型的には０．１であると考えられる。これらは、具体的に意図さ
れるものの例に過ぎず、列挙される最低値から最高値までのすべての可能な数値の組み合
わせは、本開示に明確に記述されていると考えられるべきである。数値範囲は、他の事柄
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の中でも、半導体性シールド組成物中の構成成分の相対量に関して本開示内で与えられる
。
【００１４】
　「ワイヤー」および同等の用語は、伝導性金属、例えば銅またはアルミニウムの単一ス
トランド、または光ファイバの単一ストランドを意味する。
【００１５】
　「ケーブル」および同等の用語は、シース（ｓｈｅａｔｈ）、例えば絶縁被覆または保
護外側ジャケット内の少なくとも１つのワイヤーまたは光ファイバを意味する。典型的に
は、ケーブルは、２つ以上のワイヤーまたは光ファイバが、典型的には共通する絶縁被覆
および／または保護ジャケットにおいて、共に結合されているものである。シース内側の
個々のワイヤーまたは繊維は、露出していてもよく、被覆されていてもよく、または絶縁
されていてもよい。コンビネーションケーブルは、電気ワイヤーおよび光ファイバの両方
を含有してもよい。ケーブルなどは、低電圧、中電圧および高電圧用途のために設計でき
る。典型的なケーブル設計は、米国特許第５，２４６，７８３号、同第６，４９６，６２
９号、同第６，７１４，７０７号に例示されている。
【００１６】
　「組成物」および同等の用語は、２つ以上の構成成分の混合物またはブレンドを意味す
る。
【００１７】
　「ポリマーブレンド」、「ブレンド」および同等の用語は、２つ以上のポリマーの混合
物を意味する。こうした混合物は、混和性であってもよく、または混和性でなくてもよい
。こうした混合物は、相分離してもよく、しなくてもよい。こうした混合物は、透過電子
顕微鏡、光散乱、ｘ線散乱、および当該技術分野において公知のいずれかの他の方法から
決定される場合に、１つ以上の支配的な構成を含有していてもよく、またはしていなくて
もよい。
【００１８】
　用語「ポリマー」（および同等の用語）は、同じまたは異なるタイプのモノマーを反応
（すなわち重合）させることによって調製される巨大分子化合物である。「ポリマー」は
、ホモポリマーおよびインターポリマーを含む。
【００１９】
　「インターポリマー」は、少なくとも２つの異なるモノマーの重合によって調製される
ポリマーを意味する。この一般的な用語は、２つの異なるモノマーから調製されるポリマ
ーを言及するために普通に使用されるコポリマー、および２つを超える異なるモノマーか
ら調製されるポリマー、例えばターポリマー、テトラポリマーなどを含む。
【００２０】
　「架橋された」、「硬化された」および同様の用語は、物品に成形される前または成形
された後のポリマーが、架橋を誘導する処理に供されたまたは曝されたものであり、この
ポリマーが、９０重量パーセント以下（すなわち、１０重量％以上のゲル含有量）のキシ
レンまたはデカレン抽出物を有することを意味する。
【００２１】
　「架橋性」、「硬化性」および同等の用語は、物品に成形される前または成形された後
のポリマーが、硬化も架橋もされておらず、実質的な架橋を誘導する処理に供されてもい
ない、または曝されてもいないが、ポリマーは、こうした処理（例えば水への曝露）に供
されるまたは曝される際に実質的な架橋を生じるまたは促進する添加剤または機能を含む
ことを意味する。
【００２２】
（Ａ）オレフィンおよびα，β－不飽和カルボニルコモノマーのインターポリマー
　オレフィンおよびα，β－不飽和カルボニルコモノマーのインターポリマーの代表例は
、エチレンおよびアクリル酸またはメタクリル酸（ＥＡＡまたはＥＭＡＡ）またはそれら
の異性体（例えば、それらの金属塩）またはエステル（例えばエチレンメチルアクリレー
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トおよびエチレンメタクリレート）、またはアクリル酸エステル（例えば、エチレンおよ
びエチルアクリレート、エチレンおよびブチルアクリレート、エチレンおよびメチルアク
リレート）、エチレンおよびビニルアセテート（ＥＶＡ）およびその誘導体エチレンビニ
ルアルコール（ＥＶＯＨ）、エチレンおよび一酸化炭素（ＥＣＯ）、エチレン／プロピレ
ンおよび一酸化炭素（ＥＰＣＯ）、エチレン／一酸化炭素／アクリル酸ターポリマー（Ｅ
ＣＯＡＡ）などから誘導されるユニットを含むコポリマーである。ＥＡＡおよびＥＭＡＡ
（およびそれらの誘導体）に関し、これらの材料は、通常、エチレンのアクリル酸または
メタクリル酸のフリーラジカル共重合によって製造される。得られたインターポリマーは
、インターポリマーの骨格および側鎖に沿ってカルボン酸基を有し、これが塩基により続
いて中和または部分的に中和されることができ、あるいはアルコールによりエステル化さ
れることができる。典型的には、これらのインターポリマーは、ポリマー鎖において１０
～７０重量％、より典型的には２０～６０重量％、さらにより典型的には３０～４５重量
％のアクリル酸またはメタクリル酸モノマーユニットを含有する。これらのインターポリ
マーのメルトインデックスは、ＡＳＴＭ　Ｄ－１２３８手順Ａ、条件ＥおよびＮにより１
９０℃の温度にて決定される場合、典型的には０．５～１５００ｇ／分の範囲、より典型
的には５～３００ｇ／１０分の範囲である。
【００２３】
　エチレンおよびα，β－不飽和カルボニルコモノマーの１つの好ましいインターポリマ
ーは、エチレンビニルアセテート、容易に商業的に入手可能な周知のポリマー、例えばＤ
ｕＰｏｎｔから入手可能なＥＬＶＡＸ（登録商標）ＥＶＡ樹脂である。本発明の実施に使
用されるＥＶＡ樹脂のビニルアセテート含有量は、広い範囲であることができるが、典型
的には最小ビニルアセテート含有量は、少なくとも１０重量％、より典型的には少なくと
も２０重量％、さらにより典型的には少なくとも２５重量％である。本発明の実施に使用
されるＥＶＡ樹脂の最大ビニルアセテート含有量はまた、広い範囲であることができるが
、典型的には７０重量％を超えない、より典型的には５０重量％を超えない、さらにより
典型的には４５重量％を超えない。
【００２４】
　オレフィンおよびα，β－不飽和カルボニルコモノマーのインターポリマーは、半導体
性シールド組成物の、典型的には少なくとも２０重量％、より典型的には少なくとも３０
重量％、さらにより典型的には少なくとも４０重量％を含む。エチレンおよびα，β－不
飽和カルボニルコモノマーのインターポリマーは、半導体性シールド組成物の典型的には
８０重量％以下、より典型的には７０重量％以下、さらにより典型的には６０重量％以下
を含む。
【００２５】
（Ｂ）塩素化ポリオレフィン
　本発明の半導体性シールドの塩素化オレフィンポリマー構成成分は、（１）０．０５～
１１０ｇ／１０分のＩ１０メルトインデックス値を有するポリエチレンから調製された塩
素化ポリエチレンホモポリマー、および（２）０．０５～１１０ｇ／１０分のＩ１０メル
トインデックス値を有するポリオレフィンから調製される塩素化コポリマーの少なくとも
１つであり、（ａ）エチレン、および（ｂ）１０モル％までの共重合性モノマーの共重合
されたユニットを含有する。塩素化オレフィンポリマーは、場合により、クロロスルホニ
ル基を含有してもよい。すなわち、ポリマー鎖は、ペンダント塩素基およびクロロスルホ
ニル基を有することができる。こうしたポリマーは、クロロスルホネート化オレフィンポ
リマーとして公知である。
【００２６】
　代表的な塩素化およびクロロスルホネート化オレフィンポリマーとしては、（１）エチ
レンの塩素化およびクロロスルホネート化ホモポリマー、および（２）エチレン、および
Ｃ３－Ｃ１０αモノ－オレフィン；Ｃ３－Ｃ２０モノカルボン酸のＣ１－Ｃ１２アルキル
エステル；不飽和Ｃ３－Ｃ２０モノ－またはジカルボン酸；不飽和Ｃ４－Ｃ８ジカルボン
酸の無水物；および飽和Ｃ２－Ｃ１８カルボン酸のビニルエステルからなる群から選択さ
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れる少なくとも１つのエチレン性不飽和モノマーの塩素化およびクロロスルホネート化コ
ポリマーが挙げられる。塩素化およびクロロスルホネート化グラフトコポリマーも同様に
含まれる。好適なポリマーの具体的な例としては、塩素化ポリエチレン；クロロスルホネ
ート化ポリエチレン；塩素化エチレンビニルアセテートコポリマー；クロロスルホネート
化エチレンビニルアセテートコポリマー；塩素化エチレンアクリル酸コポリマー；クロロ
スルホネート化エチレンアクリル酸コポリマー；塩素化エチレンメタクリル酸コポリマー
；クロロスルホネート化エチレンメタクリル酸コポリマー；塩素化エチレンメチルアクリ
レートコポリマー；塩素化エチレンメチルメタクリレートコポリマー；塩素化エチレンｎ
－ブチルメタクリレートコポリマー；塩素化エチレングリシジルメタクリレートコポリマ
ー；エチレンおよびマレイン酸無水物の塩素化グラフトコポリマー；エチレンとプロピレ
ン、ブテン、３－メチル－１－ペンテン、またはオクテンとの塩素化コポリマー；および
エチレンとプロピレン、ブテン、３－メチル－１－ペンテンまたはオクテンとのクロロス
ルホネート化コポリマーが挙げられる。コポリマーは、ジ－またはコポリマー、ターポリ
マー、または高度に秩序化されたコポリマーであってもよい。好ましい塩素化オレフィン
ポリマーは、エチレンビニルアセテートの塩素化ポリエチレンおよび塩素化コポリマーで
ある。
【００２７】
　本発明の塩素化オレフィンポリマーは、大抵の分子量を有するポリオレフィンベース樹
脂から調製できる。典型的には、ポリオレフィンベース樹脂は、０．０５～１１０ｇ／１
０分のＩ１０メルトインデックス値を有することによって特徴付けられる。０．０５～１
１０ｇ／１０分の広範囲内のＩ１０メルトインデックスは、一般に、２，０００～１，０
００，０００ダルトンの重量平均分子量に対応する。０．０５未満のＩ１０メルトインデ
ックスのオレフィンポリマーは、製造するのが困難である。
【００２８】
　本発明の実施に有用な塩素化およびクロロスルホネート化オレフィンポリマーは、典型
的には２０～８０モル％、より典型的には２５～７０モル％、さらにより典型的には３０
～６０モル％の塩素を含有する。非塩素化ポリオレフィンベース樹脂のメルトインデック
スは、０．０５～１１０ｇ／１０分である。塩素化オレフィンポリマーがクロロスルホネ
ート化される場合、一般に６重量％、より典型的には１～３重量％までの硫黄含有量を有
する。
【００２９】
　本発明の半導体性シールド組成物に使用するのに好適な塩素化オレフィンポリマーおよ
びクロロスルホネート化オレフィンポリマーは、分岐状または非分岐状であるポリオレフ
ィン樹脂から調製できる。ポリオレフィンベース樹脂は、フリーラジカルプロセス、チー
グラー－ナッタ触媒作用、メタロセン触媒作用によって、または拘束された幾何学形状の
触媒システムを用いて、例えば米国特許第５，２７２，２３６号および同第５，２７８，
２７２号に開示されるものを用いて調製できる。ベース樹脂の塩素化またはクロロスルホ
ネート化は、懸濁液、溶液、固体状態または流動床にて行われ得る。フリーラジカル懸濁
塩素化プロセスが記載され、米国特許第３，４５４，５４４号、同第４，７６７，８２３
号およびそれぞれに引用された参照文献に記載され、教示されている。こうしたプロセス
は、後に塩素化される、微細に分割されたエチレンポリマーの水性懸濁液の調製を含む。
フリーラジカル溶液塩素化プロセスの例は、米国特許第４，５９１，６２１号に開示され
ている。ポリマーはまた、例えば米国特許第４，７６７，８２３号に教示されるように、
溶融物中または流動床内にて塩素化されてもよい。塩素スルホネート化プロセスは、一般
に溶液中で行われるが、懸濁および非溶媒プロセスも知られている。クロロスルホネート
化オレフィンポリマーの調製は、米国特許第２，５８６，３６３号；同第３，２９６，２
２２号；同第３，２９９，０１４号および同第５，２４２，９８７号に記載されている。
【００３０】
　本発明については、ポリ（塩化ビニル）、すなわち塩化ビニルの重合から調製されるポ
リマーは、塩素化ポリオレフィンではない。
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【００３１】
　塩素化ポリオレフィンは、典型的には、半導体性シールド組成物の少なくとも１重量％
、より典型的には少なくとも５重量％、さらにより典型的には少なくとも１０重量％で含
まれる。エチレンおよびα，β－不飽和カルボニルコモノマーのインターポリマーは、半
導体性シールド組成物の典型的には９０重量％以下、より典型的には８０重量％以下、さ
らにより典型的には７０重量％以下を含む。
【００３２】
（Ｃ）カーボンブラック
　実際、あらゆるカーボンブラックが本発明の実施に使用できる。カーボンブラックの代
表的な例としては、ＡＳＴＭ等級Ｎ５０、Ｎ６０、Ｎ１１０、Ｎ１２１、Ｎ２２０、Ｎ２
３１、Ｎ２３４、Ｎ２４２、Ｎ２９３、Ｎ２９９、Ｓ３１５、Ｎ３２６、Ｎ３３０、Ｍ３
３２、Ｎ３３９、Ｎ３４３、Ｎ３４７、Ｎ３５１、Ｎ３５８、Ｎ３７５、Ｎ５３９、Ｎ５
５０、Ｎ５８２、Ｎ６３０、Ｎ６４２、Ｎ６５０、Ｎ６８３、Ｎ７５４、Ｎ７６２、Ｎ７
６５、Ｎ７７４、Ｎ７８７、Ｎ９０７、Ｎ９０８、Ｎ９９０およびＮ９９１が挙げられる
。カーボンブラックとしてはまた、ファーネスブラック、アセチレンブラック、サーマル
ブラック、ラムブラックおよびケチャンブラックが挙げられる。これらのカーボンブラッ
クは、１０～２００ｇ／ｋｇの範囲のヨウ素吸着量、および３０～４００ｃｃ／１００ｇ
の範囲のＤＢＰ数、１０～１，０００ｃｍ３／１００ｇの範囲の窒素表面積を有する。一
般に、小さい粒子形状カーボンブラックは、コスト検討が許す限り使用される。１つの実
施形態において、カーボンブラックは、ワイヤーおよびケーブルジャケッティングにおけ
る良好な耐候性能を達成するためのＮ１１０－タイプのカーボンブラックである。１つの
実施形態において、カーボンブラックは、伝導性ファーネスブラックである。１つの実施
形態において、伝導性炭素は、カーボンンファイバ、カーボンナノチューブ、フラーレン
、グラファイト、および膨張グラファイトプレートレットから選択できる。
【００３３】
　カーボンブラックは、典型的には、半導体性シールド組成物の少なくとも１０重量％、
より典型的には少なくとも２０重量％、およびさらにより典型的には少なくとも３０重量
％を含む。カーボンブラックは、典型的には、半導体性シールド組成物の４５重量％以下
、より典型的には４０重量％で含まれる。
【００３４】
酸化防止剤
　（Ａ）のインターポリマーおよび（Ｂ）の塩素化ポリオレフィンの処理中に生じ得る酸
化を最小限にするいずれかの化合物は、本発明の組成物に酸化防止剤として使用できる。
酸化防止剤の例としては、ヒンダードフェノール、例えばテトラキス［メチレン（３，５
－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシヒドロ－シンナメート）］メタン、ビス［（β
－（３，５－ジｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジル）－メチルカルボキシエチル
）］スルフィド、４，４’－チオビス（２－メチル－６－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール）
、４，４’－チオビス（２－ｔｅｒｔ－ブチル－５－メチルフェノール）、２，２’－チ
オビス（４－メチル－６－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール）、およびチオジエチレンビス（
３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシ）ヒドロシンナメート；ホスファイトお
よびホスホナイト、例えばトリス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ホスファイ
トおよびジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル－ホスホナイト；チオ化合物、例えばジラウリル
チオジプロピオネート、ジミリスチルチオジプロピオネート、およびジステアリルチオジ
プロピオネート；種々のシロキサン；重合された２，２，４－トリメチル－１，２－ジヒ
ドロキノリン、ｎ，ｎ’－ビス（１，４－ジメチルペンチル－ｐ－フェニレンジアミン）
、アルキル化ジフェニルアミン、４，４’－ビス（α，α－ジメチルベンジル）ジフェニ
ルアミン、ジフェニル－ｐ－フェニレンジアミン、混合ジ－アリール－ｐ－フェニレンジ
アミン、および他のヒンダードアミン分解防止剤または安定剤が挙げられるが、これらに
限定されない。
【００３５】
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　酸化防止剤は、典型的には、半導体性シールド組成物の少なくとも０．１重量％、より
典型的には少なくとも０．５重量％を含む。酸化防止剤は、典型的には、半導体性シール
ド組成物の５重量％以下、より典型的には４重量％以下、さらにより典型的に３重量％以
下で含まれる。
【００３６】
酸スカベンジャー安定剤
　酸スカベンジャーは、塩酸（ＨＣｌ）を中和するために添加され、処理または硬化段階
中に、塩素化ポリエチレンから遊離してもよい。加えて、それらは、高温の最終用途のた
めの一定の安定性を与えることができる。典型的には酸スカベンジャーとしては、酸化マ
グネシウム、ステアリン酸マグネシウム、水酸化マグネシウムおよびエポキシド化大豆油
が挙げられる。酸スカベンジャーは、組成物の重量に基づいて、公知の方法および公知の
量、例えば０．０１～５重量％において使用される。
【００３７】
任意の架橋構成成分
　１つの実施形態において、本発明の半導体性シールド組成物は、完全にまたは部分的の
いずれかで架橋される。半導体性シールド組成物は架橋されるべきであるこれらの実施形
態において、それは、典型的には、少なくとも１つの架橋剤および／または組成物の架橋
を促進する促進剤を含有する。これらの任意構成成分としては、（１）フリーラジカル開
始剤、例えば有機過酸化物またはアゾ化合物、（２）シラン官能基、例えばビニルアルコ
キシシランを有する典型的には湿分で活性化されるビニルアルコキシシランまたはシラン
官能性ポリオレフィン、（３）加硫を促進する硫黄含有硬化剤、および（４）電磁放射線
、例えば赤外（ＩＲ）、紫外線（ＵＶ）、可視光線、ガンマ線などにより組成物の架橋を
促進する放射線硬化剤が挙げられるが、これらに限定されない。これらの任意の架橋剤お
よび促進剤は、公知の方法および公知の量にて使用される。
【００３８】
フリーラジカル開始剤
　架橋剤として使用される好適なフリーラジカル開始剤は、ジアルキル過酸化物およびジ
ペルオキシケタール開始剤である。これらの化合物は、Encyclopedia of Chemical Techn
ology,3rdedition,Vol.17,pp27-90(1982)に記載されている。２つ以上のフリーラジカル
開始剤の混合物は、フリーラジカル開始剤として共に使用されてもよい。加えて、フリー
ラジカルは、剪断エネルギー、熱または放射線から形成されることができる。
【００３９】
　ジアルキル過酸化物の群において、好適なフリーラジカル開始剤の非限定例は、ジクミ
ル過酸化物、ジ－ｔ－ブチル過酸化物、ｔ－ブチルクミル過酸化物、２，５－ジメチル－
２，５－ジ（ｔ－ブチルペルオキシ）－ヘキサン、２，５－ジメチル－２，５－ジ（ｔ－
アミルペルオキシ）－ヘキサン、２，５－ジメチル－２，５－ジ（ｔ－ブチルペルオキシ
）ヘキシン－３，２，５－ジメチル－２，５－ジ（ｔ－アミルペルオキシ）ヘキシン－３
，α，α－ジ［（ｔ－ブチルペルオキシ）－イソプロピル］－ベンゼン、ジ－ｔ－アミル
過酸化物、１，３，５－トリ－［（ｔ－ブチルペルオキシ）－イソプロピル］ベンゼン、
１，３－ジメチル－３－（ｔ－ブチルペルオキシ）ブタノール、１，３－ジメチル－３－
（ｔ－アミルペルオキシ）ブタノールおよびこれらの開始剤の２つ以上の混合物である。
【００４０】
　ジペルオキシケタール開始剤の群において、好適なフリーラジカル開始剤の非限定例と
しては：１，１－ジ（ｔ－ブチルペルオキシ）－３，３，５－トリメチルシクロヘキサン
、１，１－ジ（ｔ－ブチルペルオキシ）シクロヘキサンｎ－ブチル、４，４－ジ（ｔ－ア
ミルペルオキシ）バレレート、エチル３，３－ジ（ｔ－ブチルペルオキシ）ブチレート、
２，２－ジ（ｔ－アミルペルオキシ）プロパン、３，６，６，９，９－ペンタメチル－３
－エトキシカルボニルメチル－１，２，４，５－テトラオキサシクロノナン、Ｎ－ブチル
－４，４－ビス（ｔ－ブチルペルオキシ）－バレレート、エチル－３，３－ジ（ｔ－アミ
ルペルオキシ）－ブチレートおよびこれらの開始剤の２つ以上の混合物が挙げられる。
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【００４１】
　組成物中に存在するフリーラジカル開始剤の量は、架橋の所望の範囲を得るために十分
な最小量で変動し得る。フリーラジカル開始剤の最小量は、架橋性ポリマーの重量に基づ
いて、少なくとも約０．０２重量％、または少なくとも約０．０５重量％、または少なく
とも約０，１重量％である。組成物中のフリーラジカル開始剤の最大量は変動する場合が
あり、典型的には、こうした因子、例えばコスト、効率および所望の架橋度によって決定
される。最大量は、架橋性ポリマーの重量に基づいて約２０重量％未満、または約１５重
量％未満、または約１０重量％未満であってもよい。
【００４２】
シラン官能基
　シラン官能基は、組成物の他の構成成分の１つ以上にグラフトとして半導体性シールド
組成物に含まれることができ（例えば（Ａ）のインターポリマーにグラフトされることが
でき）、または別個の構成成分として、例えばシラン官能基と共にグラフトされたまたは
シラン官能基がポリマー骨格に直接共重合された別個のポリオレフィンポリマー（例えば
ポリエチレン）（例えば、Ｔｈｅ　Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙから入手
可能なＳＩＬＩＮＫ（登録商標）エチレン－シランコポリマー）として含まれることがで
きる。
【００４３】
　オレフィン、例えばエチレンと有効に共重合可能であるまたはオレフィンポリマーにグ
ラフトし、架橋するいずれかのシランは、本発明の実施においてシラン機能性として使用
でき、以下の式によって記載されるものが代表例である：

【化１】

式中、Ｒ１は水素原子またはメチル基であり；ｘおよびｙは０または１であるが、ただし
ｘは１である場合、ｙは１であり；ｎは１～１２（両端を含む）の整数であり、好ましく
は１から４であり、それぞれのＲ’’は独立に、加水分解性有機基、例えば１～１２個の
炭素原子を有するアルコキシ基（例えばメトキシ、エトキシ、ブトキシ）、アリールオキ
シ基（例えばフェノキシ）、アラルオキシ基（例えば、ベンジルオキシ）、１～１２個の
炭素原子を有する脂肪族アシルオキシ基（例えば、ホルミルオキシ、アセチルオキシ、プ
ロパノイルオキシ）、アミノまたは置換されたアミノ基（アルキルアミノ、アリールアミ
ノ）、または１～６個（両端を含む）の炭素原子を有する低級アルキル基であるが、３つ
のＲ’’基の１つ以下がアルキルである。こうしたシランは、反応器中で、例えば高圧プ
ロセスにおいてエチレンと共重合されてもよい。こうしたシランはまた、成形または成型
操作の前またはそれらの間のいずれかにおいて、好適な品質の有機過酸化物の使用によっ
て好適なエチレンポリマーにグラフトされてもよい。熱および光安定剤、顔料などのよう
な追加の成分はまた、配合物に含まれてもよい。いかなる場合においても、架橋反応は、
典型的には、グラフト化されたまたは共重合されたシラン基間の湿分誘導反応によって成
形または成型工程の後に行われ、この水は、大気からまたは水浴からまたは「サウナ」か
らバルクポリマー中へ浸透する。架橋が生じる間のプロセスの期間は、一般に「硬化期間
」と称され、プロセス自体は、一般に「硬化」と称される。
【００４４】
　好適なシランとしては、エチレン性不飽和ヒドロカルビル基、例えばビニル、アリル、
イソプロペニル、ブテニル、シクロヘキセニルまたはγ－（メタ）アクリルオキシアリル
基、および加水分解性基、例えばヒドロカルビルオキシ、ヒドロカルボニルオキシまたは
ヒドロカルビルアミノ基を含む不飽和シランが挙げられる。加水分解性基の例としては、
メトキシ、エトキシ、ホルミルオキシ、アセトキシ、プロピオニルオキシ、およびアルキ
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ルまたはアリールアミノ基が挙げられる。好ましいシランは、ポリマー上にグラフトされ
ることができ、または他のモノマー（例えばエチレンおよびアクリレート）と反応器中で
共重合されることができる不飽和アルコキシシランである。これらのシランおよびそれら
の調製方法は、米国特許第５，２６６，６２７号（Ｍｅｖｅｒｄｅｎ，ｅｔａｌに対する
）により完全に記載されている。ビニルトリメトキシシラン（ＶＴＭＳ）、ビニルトリエ
トキシシラン、ビニルトリアセトキシシラン、γ－（メタ）アクリルオキシプロピルトリ
メトキシシランおよびこれらのシランの混合物は、本発明に使用するために好ましいシラ
ン架橋剤である。フィルタが存在する場合、好ましくは架橋剤はビニルトリアルコキシシ
ランを含む。
【００４５】
　本発明の実施に使用されるシラン架橋剤の量は、ポリマーの性質、シラン、処理または
反応器条件、グラフト化または共重合効率、最終用途、および同様の因子に依存して広く
変動する場合があるが、典型的には少なくとも０．１重量％、好ましくは少なくとも０．
５重量％が使用される。利便性および経済性が、本発明の実施に使用されるシラン架橋剤
の最大量に対する２つの原理的な制約となり、典型的には、シラン架橋剤の最大量は、５
重量％を超えない、好ましくは３重量％を超えない。
【００４６】
硫黄含有硬化剤
　１つの実施形態において、本発明の半導体性シールド組成物は、加硫化され、すなわち
硫黄架橋により架橋される。好適な硫黄加硫化剤の例としては、硫黄供与加硫化剤が挙げ
られる。好ましくは、硫黄加硫化剤は、２，５－ジメルカプト－１，３，４－チアジアゾ
ールのエステルのブレンドである。当業者に公知であるように、硫黄硬化供与システム、
例えば２，５－ジメルカプト－１，３，４－チアジアゾール加硫化剤は、塩素化ポリマー
の重量に基づいて、０．１～１０重量％の範囲の量、典型的には１～７重量％、より典型
的には２～５重量％の範囲の量に使用される。典型的な硬化システムはまた、加速剤、例
えばＴＢＡＢ（３級ブチルアンモニウムブロミド）または他の好適な加速剤、および無機
塩基、例えば高い表面積ＭｇＯを含む。
【００４７】
放射線硬化剤
　例えばラジオ波またはマイクロ波以下、赤外線、可視、ＵＶ、Ｘ線からγ線までを通し
て電磁エネルギーの吸収時にフリーラジカルを生じるいずれかの化合物は、本発明の実施
に使用できる。これらの触媒は、一般に、有機塩基、カルボン酸および有機金属化合物を
含み、それらとしては、有機チタネートおよび錯体または鉛、コバルト、鉄、ニッケル、
亜鉛およびスズのカルボキシレートが挙げられるが、これらに限定されない。ジブチルス
ズジラウレート、ジオクチルスズマレエート、ジブチルスズジアセテート、ジブチルスズ
ジオクトエート、酢酸第一スズ、オクタン酸第一スズ、鉛ナフテネート、亜鉛カプリレー
ト、コバルトナフテネートなど。スズカルボキシレート、とりわけジブチルスズジラウレ
ートおよびジオクチルスズマレエートは、特に有効である。触媒（または触媒混合物）は
、公知の量、例えば樹脂１００部あたり０．０１５～０．０３５部にて、公知の方法で使
用される。
【００４８】
充填剤および他の添加剤
　半導体性シールド組成物は、充填または無充填されることができる。充填される場合、
存在する充填剤の量は、好ましくは組成物の電気的および／または機械的特性の大きな劣
化を生じる量を超えるべきではない。典型的には、存在する充填剤の量は、ポリマーの重
量に基づいて、２～８０重量パーセント（重量％）、好ましくは５～７０重量％である。
代表的な充填剤としては、カオリン粘土、水酸化マグネシウム、シリカ、炭酸カルシウム
が挙げられる。充填剤は、難燃特性を有していてもよく、または有していなくてもよい。
充填剤が存在する本発明の好ましい実施形態において、充填剤は、そうでなければ組成物
の機能および／または組成物の硬化を妨害する可能性がある何らかの傾向を防止または遅
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延させる材料でコーティングされる。ステアリン酸は、こうした充填剤コーティングの例
示である。
【００４９】
　本発明の組成物は、他の添加剤、例えばＵＶ安定剤、密着添加剤、光安定剤（例えばヒ
ンダードアミン）、可塑剤（例えばジオクチルフタレートまたはエポキシ化大豆油）、熱
安定剤、モールド離型剤、粘着付与剤（例えば炭化水素粘着付与剤）、ワックス（例えば
ポリエチレンワックス）、加工処理助剤（例えば油、有機酸、例えばステアリン酸、有機
酸の金属塩）、着色剤または顔料を、それらが本発明の組成物の所望の物理的または機械
的特性を妨害しない程度まで含有できる。これらの添加剤は、公知の量および公知の方法
にて使用される。
【００５０】
コンパウンド化／製作
　本発明の半導体性シールド組成物のコンパウンド化は、当業者に公知の標準手段によっ
て行われることができる。コンパウンド化設備の例は、密閉式バッチミキサ、例えばバン
バリーまたはボーリング密閉式ミキサである。あるいは、連続的単一またはツインスクリ
ューミキサが使用でき、例えばＦａｒｒｅｌ連続ミキサ、ＷｅｒｎｅｒおよびＰｆｌｅｉ
ｄｅｒｅｒツインスクリューミキサまたはＢｕｓｓ混錬連続押出成形機がある。利用され
るミキサのタイプおよびミキサの操作条件は、組成物の特性、例えば粘度、体積抵抗およ
び押出成形された表面平滑性に影響を与え得る。
【００５１】
　硬化剤を含む１工程プロセスに関して本発明の組成物のためのコンパウンド化温度は、
典型的には、インターポリマーの融点から、例えば１００℃～１４０℃、より典型的には
１０５℃から１２０℃である。最終組成物の種々の構成成分は、いずれかの順序で互いに
または同時に添加でき、コンパウンド化できるが、典型的にはインターポリマーはまず塩
素化ポリオレフィンとコンパウンド化され、次いでそのブレンドを、組成物のいずれかの
残りの構成成分およびいずれかの添加剤と共に、互いにコンパウンド化する。２工程のコ
ンパウンド化プロセスにおいて、中間配合物は、硬化剤を含まずに、１００～２５０℃で
コンパウンド化されることができ、続いて過酸化物浸漬またはブレンド化プロセスを行う
。
【００５２】
　一部の実施形態において、添加剤はプレ混合されたマスターバッチとして添加される。
こうしたマスターバッチは、一般に、添加剤を別々にまたは共に不活性可塑性樹脂または
組成物のメジャー構成成分、例えばインターポリマーおよび／または塩素化ポリオレフィ
ンに分散させることによって形成される。マスターバッチは、溶融コンパウンド化方法に
よって都合良く形成される。
【００５３】
製造品
　１つの実施形態において、本発明のポリマー組成物は、ケーブルの半導体性シールドと
して、公知の量にて、公知の方法（例えば米国特許第５，２４６，７８３号および米国特
許第４，１４４，２０２号に記載される設備および方法を用いて）によって適用される。
典型的には、ポリマー組成物は、ケーブルコーティングダイを備えた反応器－押出成形機
にて調製され、組成物の構成成分を配合した後、組成物は、ケーブルがダイを通して引き
込まれるときにケーブル上に押し出される。次いでシースは、典型的には、硬化期間に供
され、この硬化期間は、周囲温度から組成物の融点未満までの温度にて、物品が所望の架
橋程度に到達するまで行われる。硬化は反応器－押出成形器中で開始され得る。
【００５４】
　特に高圧および／または高い湿分条件下、本発明のポリマー組成物から調製できる他の
製造品は、ケーブルアクセサリおよび接合および終端のための成型されたコーティングが
挙げられる。これらの物品は、公知の設備および技術を用いて製造できる。
【００５５】
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　本発明は、以下の実施例を通してより完全に記載される。特に指定のない限り、すべて
の部およびパーセンテージは重量による。
【００５６】
具体的な実施形態
　実施例１～６および比較例の配合物に使用されるポリマーを表１に報告する。これらの
配合物の添加剤を表２に報告する。
【表１】

示差走査熱量計による溶融熱は、ＣＰＥ製品に残った残留結晶化度の尺度である。
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【表２】

【００５７】
　塩素化エラストマーは、実質的に米国特許第４，７６７，８２３号およびそこで引用さ
れる参照文献に記載される手順に従って、０．６ｄｇ／分のメルトインデックス（１９０
℃でのＩ１０）を有するポリエチレンから水性スラリープロセスに調製される。中間シー
ルド配合物は、１０分間、毎分３０回転にて１４０℃にてＢｒａｂｅｎｄｅｒミキサ中で
溶融混合することによって調製する。中間配合物が調製された後、有機過酸化物は、１１
０℃にて３０ｒｐｍで５分間中間配合物に添加し、次いで室温に冷却する。製品を小片に
切断し、プラークを製造する。
【００５８】
　単一プラークは、表３に報告される絶縁シールド配合物およびＨＦＤＢ－４２０２絶縁
ペレットの絶縁層配合物から、圧縮成型によって調製される。シールドプラークの圧縮成
型温度は、１００℃である。おおよそ６５グラムのシールド配合物を使用して３０ｍｉｌ
のプラークを調製する。絶縁ペレットの圧縮成型温度は、１３０℃である。おおよそ１３
５グラムの絶縁配合物を使用して、１２５ｍｉｌのプラークを調製する。秤量された材料
を、２つのＭＹＬＡＲ（登録商標）プラスチックシートの間に挟持し、アルミ箔のシート
によって加圧プラテンから分離する。圧縮成型のために以下の典型的な圧力および時間サ
イクルが使用される：（１）５分間２０００ｐｓｉ（平方インチあたりのポンド）；（２
）３分間５０，０００ｐｓｉ；次いで（３）１０分間５０，０００ポンドのクエンチ冷却
圧力。
【００５９】
　接着プラーク挟持物は、圧力下、２つの単一プラークを硬化することによって製造され
る（１つのシールドプラークおよび１つの絶縁プラーク）。ＭＹＬＡＲ（登録商標）シー
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された絶縁プラークを７５ｍｉｌのモールドに置く。絶縁プラークの頂部縁部にて少なく
とも２インチを、ＭＹＬＡＲ（登録商標）シートのストリップで覆い、「プルタブ」を形
成する領域においてシールドプラークへの接着を防止する。次いで３０ｍｉｌのシールド
プラークを絶縁プラークの頂部に置く。挟持物は、ＭＹＬＡＲ（登録商標）シートによっ
て加圧プラテンから分離され、加圧機に置かれる。次いで加圧機を閉じ、１０００ｐｓｉ
の圧力を１３０℃で４分間維持する。次いで加圧機に蒸気を１９０℃（約１８０ｐｓｉｇ
）にて導入する。次いで２５分間（１３０℃から１９０℃まで加熱するための時間を含む
）の２０，０００ｐｓｉ硬化サイクルを行った後、２０，０００ｐｓｉのクエンチ冷却サ
イクルを１５分間行う。
【００６０】
　挟持物を加圧機から除去し、ＭＹＬＡＲ（登録商標）シートを除去し、過剰分をトリム
加工し、挟持物を、５つのサンプルに切断する（それぞれ１．５インチ幅×約６インチ長
さ）。これらのサンプルは、いずれかのさらなる試験の前に、２３℃および５０％相対湿
度にて気候制御室に一晩置く。
【００６１】
　半インチストリップをそれぞれのサンプルの中央に記す。剃刀を使用して、それぞれの
ラインに沿って切断し、黒色材料を絶縁プラークの初めから終わりまで切断する。剥離試
験は、回転ホイールおよびＩＮＳＴＲＯＮ（登録商標）または同様の引張装置の使用によ
り行われる。それぞれのサンプルを、引張機が挟持プラークから中央ストリップを引くよ
うな様式で、中央ストリップが引張機のジョーに載置されるようにホイールに載置しなが
ら、引張力の方向に対して垂直なプラーク表面構成を維持するように、ホイールを回転さ
せる。引張機のジョーを、試験の間に毎分２０インチの線形速度で移動させ、剥離されて
いない材料の約半インチが残るときに停止する。最大荷重および最小荷重を、試験から報
告するが、剥離された最初および最後の１インチを無視する。プラーク剥離力は、最大荷
重に等しい。
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【表３】

【００６２】
　ＣＰＥ含有量が半導体性配合物において増大するにつれ、剥離力が有効に低下する。Ｔ
ｈｅ　Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ　ｏｆ　Ｅｄｉｓｏｎ　Ｉｌｌｕｍｉｎａｔｉｎｇ　Ｃｏ
ｍｐａｎｉｅｓは、絶縁シールド剥離張力は、室温にて、シールドされた電力ケーブルに
関して６ポンドを超え、２４ポンド未満であるべきであることを規定している。
【００６３】
　先行する好ましい実施形態の説明を通して、本発明は特定の詳細により記載されたが、
この詳細は、主に例示の目的のためである。多くの変動および変更が、以下の特許請求の
範囲に記載されるように本発明の趣旨および範囲から逸脱することなく、当業者によって
行われ得る。
　以下に、本願の当初の特許請求の範囲に記載された発明を付記する。
［１］
　組成物の重量に基づいて、重量パーセント（重量％）単位で、以下を含む半導体性シー
ルド組成物：
　（Ａ）２０～８０％の、オレフィンとα，β－不飽和カルボニルコモノマーとのインタ
ーポリマー、
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　（Ｂ）１～９０％の塩素化ポリオレフィン、
　（Ｃ）２０～４５％のカーボンブラック、
　（Ｄ）０．１～５％の酸化防止剤、
　（Ｅ）０．０１～５％の酸スカベンジャー安定剤、
　（Ｆ）場合によりフリーラジカル開始剤、
　（Ｇ）場合によりシラン官能基、
　（Ｈ）場合により硫黄含有硬化剤、および
　（Ｉ）場合により放射線硬化触媒。
［２］
　前記（Ａ）のインターポリマーが、エチレンおよびビニルアセテートから誘導されるユ
ニットを含み、前記ビニルアセテートから誘導されるユニットが前記インターポリマーの
１０～５０重量％で含まれる、［１］に記載の組成物。
［３］
　前記塩素化ポリオレフィンが、２，０００～１，０００，０００ダルトンの非塩素化ポ
リエチレンベース分子量を有し、２０～８０重量パーセントの塩素を含む塩素化ポリエチ
レンである、［２］に記載の組成物。
［４］
　前記カーボンブラックが伝導性ファーネスブラックである、［３］に記載の組成物。
［５］
　前記フリーラジカル開始剤が存在し、それが有機過酸化物である、［４］に記載の組成
物。
［６］
　前記シラン官能基が存在し、それがオレフィンと共重合される、またはオレフィンポリ
マーにグラフトされる、［４］に記載の組成物。
［７］
　前記硫黄含有硬化剤が存在し、それが２，５－ジメルカプト－１，３，４－チアジアゾ
ールのエステルのブレンドである、［４］に記載の組成物。
［８］
　放射線硬化剤をさらに含む、［４］に記載の組成物。
［９］
　２３℃における半インチ（１．３ｃｍ）あたり３ポンド（１．４ｋｇ）を超える剥離力
および２３℃にて半インチ（１．３ｃｍ）あたり２４ポンド（１０．９ｋｇ）未満の剥離
力を有する、［１］に記載の組成物。
［１０］
　［１］に記載の組成物を含む伝導性シールドを含むワイヤーまたはケーブル。
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